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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社

・連結子会社の名称

株式会社一家ダイニングプロジェクト

（2）非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称

Ikka Dining International,Inc.

・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の状況

・会社等の名称

Ikka Dining International,Inc.

・持分法を適用しない理由

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物 ３～47年

工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、収益認識に関する注記

に記載のとおりです。
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（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 連結納税の適用

当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。

② 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行わ

れた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取

扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び

繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

会計方針の変更に関する注記

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の売上高、営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純利益に与える影

響はありません。また、当連結会計年度の期首の利益剰余金に与える影響もありません。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって連結貸借対照表価

額とする金融商品を保有しておらず、連結計算書類に与える影響はありません。
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会計上の見積りに関する注記

１．固定資産の減損

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

項目 金額

有形固定資産 1,662,533千円

無形固定資産 6,573千円

敷金及び保証金 175,000千円

長期前払費用（注） 36,595千円

減損損失 140,879千円

（注）投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

（2）その他見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

①減損の兆候の判定と割引前将来キャッシュ・フローの算出方法

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としてグルーピ

ングしております。減損の兆候がある資産又は資産グループについては、店舗または事業別の事業計画に基づ

き割引前将来キャッシュ・フローを見積もり、減損の認識の要否を判断しております。当該事業計画は、新型

コロナウイルスの感染状況に伴う影響も考慮し見直しを行っております。

減損の兆候があると判断したものの、減損損失の認識の判定において、割引前将来キャッシュ・フローの総

額がその帳簿価額を上回っていたことから減損損失を認識していない固定資産は、飲食事業で226,251千円、

ブライダル事業で186,902千円であります。

②主要な仮定

事業計画の策定や割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、 新型コロナウイルス感染

症の影響により減少した売上の回復見通しであります。

新型コロナウイルス感染症の影響は、ワクチン接種の対策が進むことなどにより徐々に収束に向かうと仮定

しておりますが、2023年３月期を通じて影響は残るものと考え、2024年３月期以降は新型コロナウイルス感染

症の影響が生じる前の水準に回復するものと見込んでおります。2023年３月期につきましては、飲食事業既存

店・ブライダル事業において、新型コロナウイルス感染拡大の影響がなかった時期の水準に対し、約９割の水

準に回復するものと見込んでおります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、入手可能な情報に基づいた最善の見積りであ

ると評価しております。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響は見積りの不確実性が高く、正確に予測す
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ることが困難な状況であるため、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合など仮定の見直しが必要

となった場合には、割引前将来キャッシュ・フローの見積りに影響を受け、結果として翌連結会計年度におい

て減損損失が発生する可能性があります。

２. 繰延税金資産の回収可能性

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

項目 金額

繰延税金資産（繰延税金負債相殺前） 429,281千円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

①算出方法

将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プラン

ニングに基づき、見積可能期間５年で繰延税金資産の回収可能性を判断しております。なお、当社及び国内連

結子会社は、連結納税制度を適用しており、連結納税制度を適用する場合の税効果会計により会計処理を行っ

ております。

将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、翌連結会計年度の事業計画を基礎に、新型コロナウイルス感染

症の収束時期や売上の回復見込み、新規出店などについて一定の仮定を設けて織り込んでおり、将来の不確実

性が高い昨今の経済環境下においても最善の見積りを行っております。

②主要な仮定

将来の収益力に基づく課税所得の見積りに用いた主要な仮定は、 新型コロナウイルス感染症の影響により

減少した売上の回復見通し及び新規出店計画であり、売上の回復見通しについては１（２）②の記載と同様で

あります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、入手可能な情報に基づいた最善の見積りであると評価しており

ます。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響は見積りの不確実性が高く、正確に予測することが困難な状

況であるため、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合など仮定の見直しが必要となった場合に

は、将来の収益力に基づく課税所得の見積りに影響を受け、結果として翌連結会計年度において繰延税金資産

の取り崩しが必要となる可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 1,376,069千円
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連結損益計算書に関する注記

１．助成金収入

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成金及び時間短縮協力金を助

成金収入として、特別利益に計上しております。

２．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは下記の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失(千円)

千葉県 店舗（２店舗）
建物及び構築物
工具、器具及び備品
その他

140,879

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としてグルー

ピングしております。

飲食事業において、２店舗における営業活動から生じる損益が継続してマイナスであるため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるた

め、零として評価しております。

また、減損損失の内訳は、建物123,025千円、工具、器具及び備品15,894千円、ソフトウェア1,024千円、

長期前払費用935千円であります。

３．店舗臨時休業等による損失

新型コロナウイルス感染症に対する政府・自治体からの緊急事態宣言や営業時間短縮要請等を受け、店舗

の臨時休業、営業時間の短縮を実施いたしました。これにより、飲食事業店舗の臨時休業期間中に発生した

固定費（人件費、地代家賃、減価償却費等）を店舗臨時休業等による損失として、特別損失に計上しており

ます。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,618,300 86,500 47,800 6,657,000

（変動事由の概要）

新株予約権の行使による増加 86,500株

自己株式の消却による減少 47,800株

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 47,800 － 47,800 －

（変動事由の概要）

自己株式の消却による減少 47,800株

３．剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

４．新株予約権等に関する事項

区分 内訳

目的とな
る

株式の種
類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結
会計年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

当社

第１回新株予約権 普通株式 229,600 － 8,800 220,800 －

第２回新株予約権 普通株式 4,800 － － 4,800 －

第３回新株予約権 普通株式 24,000 － － 24,000 －

第４回新株予約権 普通株式 88,800 － － 88,800 9,397

第５回新株予約権 普通株式 1,086,500 － 86,500 1,000,000 3,650

合計 － 1,433,700 － 95,300 1,338,400 13,047

(注)目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載してお
ります。
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用に関しては一時的な余剰資金を安全性の高い金融資産で運用しており、資金調

達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、敷金及び保証金は、主に店舗物

件の賃貸に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、全て短期の支払期日であります。借入金は、主に営業取引及び店舗

に関する設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、このうち一部は変動金利であるため、金利

の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権である売掛金については、与信管理規程に従って、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと

もに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

敷金及び保証金については、契約時に保有会社の与信管理を行い、定期的に保有会社の与信状況の確認を

行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

借入金については、資金調達時において金利の変動動向の確認または他の金融機関との金利比較を行って

おります。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

管理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません((注)を参照くださ

い。)。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金及び未払金については、短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

敷金及び保証金 989,370 965,656 △23,714

資産計 989,370 965,656 △23,714

長期借入金 (※) 2,896,541 2,895,505 △1,035

負債計 2,896,541 2,895,505 △1,035
(※) １年内に返済期限が到来するものを含んでおります。

(注)市場価格のない株式等

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

関係会社株式 －

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。
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(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 965,656 － 965,656

資産計 － 965,656 － 965,656

長期借入金 － 2,895,505 － 2,895,505

負債計 － 2,895,505 － 2,895,505

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、想定した賃貸借契約期間に基づきその将来キャッシュ・フローを国債の

利回りで割り引いた現在価値により算定しており、時価をレベル２に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認

識する通常の時点は以下の通りであります。

１．飲食事業

飲食事業においては、顧客に対して飲食サービスを提供しております。飲食サービスは顧客に飲食サービス

の提供が完了した時点で当社グループの履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しておりま

す。

２．ブライダル事業

ブライダル事業においては、顧客に対して婚礼及び宴席サービスを提供しております。婚礼及び宴席サービ

スの提供が完了した時点で当社グループの履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しておりま

す。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 87円93銭

１株当たり当期純利益 28円56銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～47年

工具、器具及び備品 ３～８年

② 無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

３．収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、収益認識に関する

注記に記載のとおりです。

４．その他計算書類作成のための基本となる事項

① 連結納税制度の適用

当社は、当事業年度より連結納税制度を適用しております。

② 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)において創設されたグループ通算制

度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第

39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。
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会計上の見積りに関する注記

１. 関連会社株式の評価

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

項目 金額

関係会社株式 367,567千円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

①算出方法

市場価格のない関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、当該株式の発行会社

の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場

合を除き、その実質価額をもって貸借対照表価額とし、取得原価との差額を当事業年度の損失としておりま

す。なお、当事業年度においては実質価額の著しい低下は認められておりません。

②主要な仮定

関係会社株式の実質価額が著しく低下していると判断した場合、当該株式の発行会社の事業計画を基礎とし

て回復可能性を見積もるものとしております。当該事業計画の策定に当たり用いた主要な仮定は、 新型コロ

ナウイルス感染症の影響により減少した売上の回復見通し及び新規出店計画であります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

関係会社株式の評価は、新型コロナウイルス感染症の影響を含む将来の不確実な経済条件の変動などによっ

て影響を受ける可能性があり、予測不能な事態により関係会社の経営環境が変化した場合、翌事業年度の計算

書類において、関係会社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 33,672千円

２．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

売掛金 32,694千円

短期借入金 70,000千円

未払金 32,978千円

損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引（収入分） 162,591千円

営業取引（支出分） 25,097千円

営業取引以外の取引（支出分） 191千円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) － － － －

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

繰延税金資産

未払事業税 327千円

資産除去債務 1,682千円

繰延税金資産小計 2,010千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,638千円

繰延税金資産合計 371千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 337千円

繰延税金負債合計 337千円

繰延税金資産純額 33千円
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関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種 類
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
㈱一家ダイニ
ングプロジェ
クト

所有
直接100％

経営管理等
役員の兼任

経営指導料の
受取
（注１）

162,591 売掛金 32,694

経費の立替
出向者人件
費等
（注２）

161,827 未払金 30,904

資金の借入
（注３）

資金の借入 70,000 短期借入金 70,000

利息の支払 191 未払金 191

会社分割
（注４）

承継資産 67,809 － －

承継負債 4,860 － －

（注）１．経営指導料については、業務内容を勘案し、契約に基づき合理的に決定しております。
２．経費の立替は、実際発生額を精算したものであります。
３．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
４．2022年３月１日を効力発生日として、完全子会社である株式会社一家ダイニングプロジェクトより、

管理事業に関する権利義務を簡易吸収分割により承継いたしました。

収益認識に関する注記

当社の収益は、子会社からの経営指導料であります。経営指導料は、子会社との契約内容に応じた受託業務

を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点

で収益を認識しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 63円95銭

１株当たり当期純利益 ３円71銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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